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10,713,355

24年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

△ 49,916

10,003,048

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

13,906,633

ほか復興庁一括計上分＜0＞

13,906,633

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

17,399,686

当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

25年度

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票1）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

28年度概算要求額

12,501,091

0

27年度26年度

0

15,295,234

政策名

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

8,882,486

予
算
の
状
況

執行額（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

一人一人のニーズに応えた特別支援教育の推進

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

△ 27,451

10,713,355

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

・①インクルーシブ教育システム構築の観点からも、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、適切な支援を行うた
めの体制整備等推進について、成果目標の達成に向け、取組を一層推進していく。

・②平成25年度から平成27年度におけるモデル事業の実施及び事例の収集を踏まえ、「『合理的配慮』実践事例データベース」により事例の周知・普
及を図るとともに、全国の教育現場において合理的配慮の取組を定着させるため、各地方公共団体の取組を支援していく。

・③特別支援教育に関わる教員の専門性向上や指導内容・方法等の改善については、引き続き各教育委員会に対して研修の実施による専門性の向上を
求めるとともに、免許法認定講習の受講機会の拡大に努める。その際、実効性を高めるため、保有率の低い地域等の個別の状況把握や地域・障害種の
バランスを考慮した認定講習の開設等の方法を検討していく。
また、インクルーシブ教育システム構築の観点から、特別支援学校に限らず小・中・高等学校等のすべての教員について、特別支援教育に関する専門
性を向上させる取組を推進していく。

評価方式 実績 番号 15

8,946,489

9,023,856

補 正 予 算 （ 千 円 ）

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2

● 3

● 4

◆ 1 一般 文部科学本省

◆ 2 一般 文部科学本省

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

1,139,654

特別支援教育の推進に必要な経費

項

初等中等教育等振興費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

の内数

独立行政法人特別支援教育総合研究所運営費交付金に必
要な経費

小計

独立行政法人特別支援教育総合研究
所運営費

独立行政法人特別支援教育総合研究
所施設整備費

独立行政法人特別支援教育総合研究所施設整備に必要な
経費

予算額

合計

一人一人のニーズに応えた特別支援教育の推進 15

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

27年度
当初予算額

14,155,580

事項

小計

14,155,580

の内数 の内数

の内数

15,295,234

の内数

28年度
概算要求額

16,124,189

16,124,189

1,222,919

52,578

の内数

1,087,076

52,578

の内数

1,275,497

の内数

の内数

の内数

17,399,686
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 15
（千円）

27年度
当初

予算額

28年度
概算要求額

増△減額

合計

予算額

一人一人のニーズに応えた特別支援教育の推進政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容


